
令和 ３年３月 住友重機械工業株式会社が浦賀ドック周辺所有地の一部を横須賀市に寄付

令和 ６年３月 住友重機械工業株式会社と横須賀市の2者間で、「浦賀駅前周辺地区の活性化に

関する協定」を締結

令和 ６年11月 浦賀駅前地区活性化事業の事業者公募を開始

浦賀駅前周辺地区活性化事業 優先交渉権者の決定について

１ これまでの経過

４ 選定結果

Team Perry’sグループ（構成企業17社）
・代表企業：インデックス株式会社（代表取締役社長 植村 公一）
構成企業一覧は資料３のとおり

３ 選定の経過

○浦賀駅前地区活性化事業選考委員会を設置（令和6年10月）
○全6回の委員会を開催（令和６年11月から令和7年9月まで）
・３グループからの参加申請を受け、参加資格要件を満たした２グループを審査
・１次評価（書類審査）及び２次評価（書類審査、プレゼンテーション）を実施し、
優先交渉権者及び次点候補者を選考

○選考委員会による選考結果の答申書を受領（令和7年10月1日）
○優先交渉権者及び次点候補者を決定（令和7年10月14日）

（１）優先交渉権者

（１）対象地概要（詳細は資料１を参照）

（２）事業内容
「民有地開発事業」と「浦賀ドック再整備・運営事業」で構成

（３）事業コンセプト（詳細は資料２を参照）
【 新しい都市拠点の形成による「第二の開国」の実現 】

フジタグループ（構成企業６社）
・代表企業：株式会社フジタ（代表取締役社長 奥村 洋治）
構成企業一覧は資料４のとおり

２ 公募概要

（２）次点候補者
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エリア 施設名

民
有
地

駅前工場跡
エリア

・観光を中心とした海の活用
・ホテル
・マンション（レジデンス）
・ヴィラ(コンドミニアム)
・商業施設
・ペデストリアンデッキ
・徳田屋parkなど公共空間

みかん山周辺
エリア

・アーバンスポーツ施設
・有料老人ホーム

市
有
地

レンガドック
周辺

○海とまち共生センター
・浦賀ミュージアム
・カフェ
・行政センター

○ドックブリッジ
○親水広場・イベント広場

５ 提案概要

※観光を中心とした海の活用については、関係者と協議の上、公表いたします 



①民有地（駅前工場跡周辺エリア）

◆商業施設（左右 低層建物）、駅直結ペデストリアンデッキ（手前）

◆ホテル（左奥）、マンション（レジデンス：右奥）

◆駅前の混雑を緩和する交通広場 雨や日差しを避けるロータリーアーケード

◆配置イメージ◆交通広場と立体交差するペデストリアンデッキ
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６ イメージ図（提案時点のもの。今後情報内容が一部変更する可能性があります）



①民有地（駅前工場跡周辺エリア）

◆商業施設（浦賀行政センター前）

６ イメージ図（提案時点のもの。今後情報内容が一部変更する可能性があります）

◆商業施設の屋根下の歩行者動線
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①民有地（駅前工場跡周辺エリア）

６ イメージ図（提案時点のもの。今後情報内容が一部変更する可能性があります）
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◆ヴィラ主室から浦賀湾を望む

◆徳田屋パーク

◆徳田屋パーク（鳥瞰）



②民有地（みかん山周辺エリア）

◆アーバンスポーツ施設

◆有料老人ホーム
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６ イメージ図（提案時点のもの。今後情報内容が一部変更する可能性があります）



③市有地（レンガドック周辺）

◆海とまち共生センター（浦賀ミュージアム・カフェ・行政センターなど）・イベント広場（左上）
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６ イメージ図（提案時点のもの。今後情報内容が一部変更する可能性があります）

◆海とまち共生センター（浦賀ミュージアム・カフェ・行政センターなど）



③市有地（レンガドック周辺）

◆ドックブリッジとエレベーター
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６ イメージ図（提案時点のもの。今後情報内容が一部変更する可能性があります）

◆通常時

◆ドックイマーシブシアター演出時
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令和７年12月頃 三者協定締結（住友重機械工業（株）・Team Perry’ｓ・横須賀市）

※土地売買契約の締結や事業提案書に基づく事業の実施（準備）に向けた

協力協定

令和８年～９年 関係者協議、土地調査、土地利用の規制緩和（港湾計画、都市計画変更）

民有地所有権移転、実施協定締結

令和９年～10年 実施設計、基盤整備・建築等整備工事

令和11年以降 市有地・民有地の段階的に供用開始

横須賀市経営企画部民官連携推進担当 中村 内線1310・直通 046-822-8405

事務担当

７ 今後の予定



○対象地の概要 資料１

10



資料２○コンセプトブック（抜粋）
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構成企業 業務名

インデックス株式会社 プロジェクトマネジメント業務

Ocean Capital Partners, S.L.

リストデベロップメント（株）

大和リース（株）

（株）木下グループ

（株）アップフロントグループ

民有地開発業務

隈研吾建築都市設計事務所

（株）梓設計

日本工営都市空間（株）

ABCプランニング（株）

Pro Padel Japan

民有地設計・監理業務

前田建設工業（株） 民有地開発・建設業務

（株）丹青社 市有地活用事業設計・監理業務

アクティオ（株） 市有地活用事業維持管理・運営業務

（株）Culture Avenue

（株）W TOKYO

（株）HOT STUFF PROMOTION

市有地活用事業開発業務

Team Perry’sグループ（構成企業17社）
・代表企業：インデックス株式会社（代表取締役社長 植村 公一）

○優先交渉権者

資料３
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資料４

構成企業 業務名

（株）フジタ
プロジェクトマネジメント業務
民有地開発業務
市有地活用事業維持管理・運営業務

（株）フージャースコーポレーション 民有地開発業務

（株）ASK GROUP HOLDINGS 民有地開発業務

SYLジャパン（株）

民有地開発業務
市有地活用事業維持管理・運営業務
市有地活用事業開発業務

（株）アール・アイ・エー
民有地設計・監理業務
市有地活用事業設計・監理業務

東京ビジネスサービス（株） 市有地活用事業維持管理・運営業務

フジタグループ（構成企業６社）
・代表企業：株式会社フジタ（代表取締役 奥村 洋治）

○次点候補者
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